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１ 導入機能・施設の整理 

事業手法・スキームを検討するにあたり、「公共事業による整備対象と考えられるもの」、「公共事業による整備対象と考え
られないもの」、⺠間事業者が「独⽴採算での実施が期待できないもの」、「独⽴採算での実施が期待できるもの」に着目して、
道の駅エリアに導⼊する機能・施設を以下の通り、整理した。 

表 １ 道の駅エリアに導入する機能・施設 

項目 道の駅エリア 導⼊機能・施設 
公共事業による
整備対象と考え
られるもの 

独⽴採算での実施が期待でき
ないもの 

· トイレ 
· 無料休憩スペース 
· 情報提供施設 
· 駐⾞場 
· 防災設備（防災備蓄倉庫、非常用電源、マンホールトイレ、雨

⽔貯留施設） 
· ベビーコーナー（授乳室、おむつ交換台等） 
· 子どもの遊び場（屋外・屋内） 
· 屋外交流広場（オープンスペース） 
· シティプロモーション活動拠点（移住定住、子育て、産業、観光、

文化に関する情報発信、相談窓口等） 
· コンシェルジュカウンター 
· サイクルステーション 
· 太陽光発電施設、蓄電池 
· コミュニティバス・路線バス停留所 

独⽴採算での実施が期待でき
るもの 

· レンタサイクル 
· 特産品販売所 
· 地産地消レストラン 
· 体験工房 

公共事業による整備対象と考えられないもの · コンビニエンスストア 
· カフェ 
· サテライトショップ、アンテナショップ 
· その他自由提案 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 官民連携手法の種類と概要 

本事業に適用の可能性がある官⺠連携の主要な手法と概要について以下に⽰す。 

表 ２ 公共事業を実施する主な事業手法 

公共関与 主な事業手法 関連法令 概要 

 個別業務委託 地⽅自治法 
企画⽴案から事業運営まで全てを公共が実施。部
分的な業務や工事を個別に⺠間事業者に発注。 

包括的業務委託 地⽅自治法 
⺠間事業者に複数業務を複数年契約で委託する
⽅式。 

指定管理者制度 地⽅自治法 
「公の施設」の管理者として、自治体からの指定を
受けた⺠間事業者が施設の管理を実施。 

PFI 的 
手法 

DBO （ Design Build 
Operate） 

地⽅自治法 

⺠間が「設計、施工、維持管理・運営」を⼀括して
実施。資⾦調達は公共。 
「設計、施工」部分を⼀括実施する DB ⽅式もあ
る。 

DB（Design Build） 

PFI 

BTO（Build Transfer 
Operate） 

⺠間資⾦等の
活用による公
共施設等の整
備等の促進に
関する法律 

⺠間が「資⾦調達」と「設計、施工、維持管理・運
営」を⼀括して実施。 
竣工後、施設所有権を自治体へ移転するBTO⽅
式、事業終了時に施設所有権を自治体へ移転す
る BTO ⽅式、所有権は移転せず、事業終了時に
施設を解体・撤去する BOO ⽅式がある。 

BOT（Build Operate 
Transfer） 
BOO （ Build Own 
Operate） 

コンセッション（公共施設
等運営権） 

利用料⾦の徴収を⾏う公共施設について、施設の
所有権を公共主体が有したまま、施設の運営権を
⺠間事業者に設定する⽅式。 

⺠間事業 ― 企画⽴案から事業運営まで全て⺠間が実施。 

表 ３ 事業手法別の官民の役割分担 

項目 施設所有 資⾦調達 設計 建設 維持管理 運営 

個別業務委託 官 官 官 官 ⺠ ⺠ 
包括的業務委託 官 官 官 官 ⺠ ⺠ 
指定管理者 官 官 官 官 ⺠ ⺠ 
PFI 的
手法 

DB 官 官 ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ 
DBO 官 官 ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ 

PFI BTO 官 ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ 
BOT ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ 
BOO ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ 

コンセッション 官 官 官 官 ⺠ ⺠ 
⺠間事業 ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ 

 

大 

小 
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表 ４ 主な官民連携手法の特徴 

項目 
従来方式（公設公営） 

※直営または一部個別業務委託 
包括的業務委託 指定管理者制度 

DBO 方式 

（Design Build Operate） 

PFI 

（Private Finance Initiative） 

関連法令 ・地方自治法 ・地方自治法 
・地方自治法 

※平成 15 年（2003 年）の一部改正 
・地方自治法 ・平成 11 年（1999 年）「ＰＦＩ法」制定 

概  要 

・施設建設及び維持管理は従来通り公共が行

い、施設の運営・維持管理についても公共で

実施する方式。 

・契約により、公共施設の管理運営業務を包括

的に長期間委託する方式。性能発注を含むケ

ースもある。 

・「公の施設」における管理運営業務を、条例

で指定した民間事業者等に行わせる方式。委

託契約ではなく行政処分。 

・公共が資金調達を行い、設計、建設、運営を

民間に委託する方式。 

・PFI 法に基づき、設計、建設、資金調達、管理運

営までを一括して民間事業者に行わせる方式。 

・H23 に公共施設等運営権の設定が可能となる。 

民間 

ノウハウ

の活用 

資金調達 －－－ － － － ○ 

設  計 －－－ － － ○ （○） 

建  設 －－－ － － ○ （○） 

管理運営 －－－ ○ ○ ○ ○ 

活用度合 

 

    

導入動向 

－－－ ・インフラの維持管理に関して、導入は増加傾
向 

・建物系施設の管理運営に多く適用され、
76,268 施設の実績※１（H30.4.1） 

・民間企業等が指定管理者となっているのは約
2割（216,342 施設）※１であり、第三セクター
等が指定管理者になることも多い 

・PFI 的な手法として、分野によっては、導入事
例が多い（例：廃棄物処理施設等） 

・PFI 法の制定から、実施方針公表件数が 740 件※

２（H31.3.31 現在） 
・H14 年度から 19 年度まで、毎年ほぼ 40 事業超で

推移していたが、20 年度以降は減少し、22 年度
は 15 事業となった後、現在は再び増加傾向にあ
る 

特  徴 

・従来方式の実施手法であり、公共の関与の度
合いが最も強く、民間活力の利用範囲は限ら
れる。 

・施設の管理権限は公共が保有し、受託者によ
る使用許可や使用料を自らの収入にすること
は出来ない 

・施設の管理権限を指定管理者に委任するもの
で、指定管理者による使用許可が可能。 

・利用料金性により、使用料を自らの収入にす
ることが可能 

・事業者の選定方法、管理内容・期間等、幅広
く地方公共団体の条例による自主性に委ねら
れている 

・運営・維持管理まで見込んだ合理的な施設の
設計、建設が可能 

・「公の施設」の場合は、維持管理運営の事業
者を指定管理者に指定 

・サービス購入型、独立採算事業、双方の混合型が
ある 

・施設の所有形態により、BOT、BTO、BOO、RO の形
式がある 

・「公の施設」は、指定管理者制度との併用 
・プロジェクト・ファイナンスによる資金調達を行

う場合は、事業規模の小さな事業では実現が難
しい 

主な 
メリット 

公共側 

－－－ ・包括的な業務委託により、従来方式以上の行
政コスト軽減や行政サービスの向上が期待で
きる 

・包括的な業務の委任が前提となるため、従来
方式以上の行政コスト軽減や行政サービスの
向上が期待できる 

・施設建設費及び運営・維持管理費の総事業費
の削減を図ることが期待される 

・PFI に比べ準備期間が短く、短期間で供用す
ることが可能（PFI 法に準じて実施方針の公
表や特定事業の選定を行う場合は同等） 

・民間に適切にリスク移転することで、大きな
VFM（財政負担軽減・サービス水準向上）を得
ることが可能 

・金融機関のモニタリング機能も働き、規律正しい
事業運営に繋がる 

・民間に適切にリスク移転することで、大きな VFM
（財政負担軽減・サービス水準向上）を得ること
が可能 

・割賦払いにより、予算の平準化が可能（サービス
購入型） 

・財政出動なしで事業を実施することが可能（独立
採算型） 

民間側 

－－－ ・長期契約により業務が安定的に実施出来る ・行政の代わりに使用料の徴収や使用許可を行
う権限も移管できるため、料金徴収可能なサ
ービスに関しては、運営の自由度が増す 

・設計、施工、運営が一体的に発注されるため、
事業規模が大きく、利益を創出しやすい 

・中長期的に安定的な収益に繋がる 
・経営手腕により民間事業者の利益増加につなが

る 
 

主な 
デメリッ

ト 

公共側 

－－－  ・リスクの分担まで行わないケースが多く、こ
の場合、従来通りリスクは公共が担う 

・リスク分担の明確化や、モニタリングの仕組
みを設けないと、サービス品質の低下に繋が
る可能性あり 

・公募なしで指定管理者が選定されることも多
く、仕組みが形骸化し、行政コストの低下に
つながらない場合もある 

・設計・施工、運営段階における金融機関によ
るモニタリング機能が働かない 

・施設建設時に、一定規模の予算・資金を確保
しなければならない 

・契約までの手続きや業績監視のために、コス
ト、時間が必要 

・長期間、一定のサービス対価を支払う必要があ
り、財政の硬直化が懸念される（サービス購入
型） 

・契約までの手続きや業績監視のために、コスト、
時間が必要 

民間側 
－－－ ・発注件数の減少により、受注機会が低下する。 

・契約期間が短い例が多く、民間ノウハウ活用
のメリットが小さい 

・発注件数の減少により、受注機会が低下する。 
・契約期間が短い例が多く、民間ノウハウ活用

のメリットが小さい 

・発注件数の減少により、受注機会が低下する 
・地元企業等には参入障壁が高い 
 

・発注件数の減少により、受注機会が低下する 
・地元企業等には参入障壁が高い（事業が複雑で参

画するためのコストもかかる） 

その他 

－－－ －－－ －－－ ・民間が資金調達を行うのに比べて資金調達コ
ストが低くなる場合が多く、（補助金が多い
など）事業条件によっては PFI より VFM が大
きくなる 

 

※１ 「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」（令和元年 5 年 総務省自治行政局行政経営支援室） 

※２ 「別添２「PFI 事業の実施状況」（令和元年 9 月 25 日 内閣府民間資金等活用事業推進室） 

大 小 
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３ 想定される事業スキーム 

官⺠連携手法の整理結果を踏まえて、適用可能性のある事業スキームについて検討した。 
想定されるスキームは以下の４案である。 

案１︓従来型の施設整備を⾏い、⺠間事業者を指定管理者として指定するスキーム（従来⽅式） 
案２︓設計施工⼀括発注⽅式で施設整備を⾏い、⺠間事業者を指定管理者として指定するスキーム（DB） 
案３︓設計施工維持管理運営の⼀括発注⽅式で、設計から運営まで⼀体的に実施するスキーム（DBO） 
案４︓PFI ⽅式によるスキーム（PFI） 

これらの４案のスキームについて、独⽴採算での事業の可否、公共事業と公共事業でないものの分類を踏まえ、建物を合
築で建てるケースと別棟で建てるケースを組み合わせて、下表の通り設定した。 

表 ５ 公共事業で整備する施設を合築とした場合のスキーム案 

項目 
案１-A 案２-A 案３-A 案４-A 

建設 維持管理・
運営 建設 維持管理・

運営 建設 維持管理・
運営 建設 維持管理・

運営 

公共事業 

独⽴採算 
△・× 

従来 
⽅式 

指定 
管理 DB 指定 

管理 
DBO 
※ PFI 

※  独⽴採算 
〇  貸付  貸付  貸付 

公共事業以外 借地 借地 借地 借地 
※ 指定管理者制度併用 
 
 

 

図 １ 公共事業で整備する施設を合築とした場合の土地・建物の所有形態イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 ６ 公共事業で整備する施設を別棟とした場合のスキーム案 

項目 
案１-B 案２-B 案３-B 案４-B 

建設 維持管理・
運営 建設 維持管理・

運営 建設 維持管理・
運営 建設 維持管理・

運営 

公共事業 
独⽴採算 

△・× 
従来 
⽅式 

指定 
管理 DB 指定 

管理 
DBO 

※ 
 

PFI 
※ 
 

独⽴採算 
〇 借地 借地 借地 

公共事業以外 借地 借地 借地 借地 
※ 指定管理者制度併用 
 

 

図 ２ 公共事業で整備する施設を別棟とした場合の土地・建物の所有形態イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物所有：市

（独立採算）
貸付：民間

土地所有：市

建物所有：民間

借地権：民間

公共事業で整備するもの 公共事業で整備しないもの

建物所有：市
（独立採算）

建物所有
：民間

土地所有：市

建物所有：民間

借地権：民間

公共事業で整備するもの 公共事業で整備しないもの

借地権：民間
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以降に、これらの案の概要について、比較検討を⾏った。（※評価は、市場調査結果及び財政負担軽減効果（VFM︓Value for Money）の検討を踏まえて実施予定） 
項目 事業スキーム図 スキームの概要 メリット デメリット  項目 事業スキーム図 スキームの概要 メリット デメリット 

案 1-A 

 

· 施設整備は従来
型整備 

· 維持管理・運営は
指定管理者制度 

· 独⽴採算事業は、
指定管理者とは異
なる⺠間事業者を
テナントとする⺠間
事業として実施 

· 維持管理・運営業務を複数
年に渡り包括的に管理を委
ねるため、作業時期の平準
化などの効率的な運営が期
待できる 

· 施設が⼀体的で維持管理
運営しやすい 

· 指定期間は通
常 3~5 年程度
で、⺠間の創意
工夫が限定的 

 

 案 1-B 
 

· 施設整備は従来
型整備 

· 維持管理・運営は
指定管理者制度 

· 独⽴採算事業は、
⺠間事業者に⼟地
を貸し付け、⺠間
事業として実施 

· 維持管理・運営業務を
複数年に渡り包括的に
管理を委ねるため、作業
時期の平準化などの効
率的な運営が期待できる 

· 独⽴採算部分の施設整
備の自由度が⾼い 

· 指 定 期 間 は 通 常
3~5年程度で、⺠間
の創意工夫が限定的 

· 施設が分かれている
ため、利用しづらい施
設となる可能性がある 

案 2-A 

 

· 施 設 整 備 は 、 設
計・施工⼀括発注
⽅式（DB） 

· 維持管理・運営は
指定管理者制度 

· 独⽴採算事業は、
指定管理者とは異
なる⺠間事業者を
テナントとする⺠間
事業として実施 

· 設計段階から建設企業がか
かわることにより建設コスト縮
減等の最適化・効率化が期
待できる 

· 維持管理・運営業務を複数
年に渡り包括的に管理を委
ねるため、作業時期の平準
化などの効率的な運営が期
待できる 

· 施設が⼀体的で維持管理
運営しやすい 

· 維持管理運営
段階の事業者
の意向が施設
整備に反映され
にくい。 

· 指定管理者の
指定期間は通
常 3~5 年程度
であり、中⻑期
的 な 視 点 で の
創意工夫は限
定的 

 案 2-B 

 

· 施 設 整 備 は 、 設
計・施工⼀括発注
⽅式（DB） 

· 維持管理・運営は
指定管理者制度 

· 独⽴採算事業は、
⺠間事業者に⼟地
を貸し付け、⺠間
事業として実施 

· 設計段階から建設企業
がかかわることにより建設
コスト縮減等の最適化・
効率化が期待できる 

· 維持管理・運営業務を
複数年に渡り包括的に
管理を委ねるため、作業
時期の平準化などの効
率的な運営が期待できる 

· 独⽴採算部分の施設整
備の自由度が⾼い 

· 維持管理運営段階
の事業者の意向が施
設整備に反映されにく
い。 

· 指定管理者の指定
期間は通常 3~5 年
程度であり、中⻑期
的な視点での創意工
夫は限定的 

· 施設が分かれている
ため、利用しづらい施
設となる可能性がある 

案 3-A 

 

· 設計・施工・維持
管理・運営の⼀括
発 注 ⽅ 式
（DBO） 

· 独⽴採算事業は、
⺠間事業者をテナ
ントとする⺠間事業
として実施（DBO
事業者が独⽴採算
事業を実施する場
合も想定） 

· 設計段階から建設企業、維
持管理企業がかかわることに
より建設コスト、維持管理運
営コストの最適化が期待でき
る 

· 維持管理・運営業務を⻑期
間に渡り包括的に管理を委
ねるため、作業時期の平準
化やサービス⽔準の向上など
が期待できる 

· 事業条件によっては、PFI よ
りも VFM が創出される 

· 施設が⼀体的で維持管理
運営しやすい 

· 契約締結までの
手続きが煩雑で
時間がかかる 

· DBO の事業者
が独⽴採算事
業を実施する場
合、独⽴採算
事業が事業全
体 へ 及 ぼ す 影
響が大きくなる
可能性がある 

 

 案 3-B 

 

· 設計・施工・維持
管理・運営の⼀括
発 注 ⽅ 式
（DBO） 

· 独⽴採算事業は、
⺠間事業者に⼟地
を貸し付け、⺠間
事 業 と し て 実 施
（DBO 事業者が
独⽴採算事業を実
施 す る 場 合 も 想
定） 

· 設 計 段 階 か ら 建 設 企
業、維持管理企業がか
かわることにより建設コス
ト、維持管理運営コスト
の最適化が期待できる 

· 維持管理・運営業務を
⻑期間に渡り包括的に
管理を委ねるため、作業
時期の平準化やサービス
⽔準の向上などが期待で
きる 

· 事業条件によっては、PFI
よりも VFM が創出される 

· 独⽴採算部分の施設整
備の自由度が⾼い 

· 契約締結までの手続
きが煩雑で時間がか
かる 

· DBO の事業者が独
⽴採算事業を実施す
る場合、独⽴採算事
業が事業全体へ及ぼ
す影響が大きくなる可
能性がある 

· 施設が分かれている
ため、利用しづらい施
設となる可能性がある 

案 4-A 

 

· PFI（BTO）のサ
ービス購⼊型事業
と独⽴採算事業と
の組合せ 

· 独 ⽴ 採 算 事 業 も
PFI 事業者が実施 

· 設計段階から建設企業、維
持管理企業がかかわることに
より建設コスト、維持管理運
営コストの最適化が期待でき
る 

· 維持管理・運営業務を⻑期
間に渡り包括的に管理を委
ねるため、作業時期の平準
化やサービス⽔準の向上など
が期待できる 

· ⾦融機関のモニタリングによ
り、規律の⾼い事業運営が
可能 

· 施設が⼀体的で維持管理
運営しやすい 

· 契約締結までの
手続きが煩雑で
時間がかかる 

· 独⽴採算事業
の悪化による事
業 へ の 影 響 が
大きくなる可能
性がある 

 案 4-B 

 

· PFI （ BTO 及 び
BOT）のサービス
購⼊型事業と独⽴
採算事業との組合
せ 

· 独 ⽴ 採 算 事 業 も
PFI 事業者が実施 

· 設 計 段 階 か ら 建 設 企
業、維持管理企業がか
かわることにより建設コス
ト、維持管理運営コスト
の最適化が期待できる 

· 維持管理・運営業務を
⻑期間に渡り包括的に
管理を委ねるため、作業
時期の平準化やサービス
⽔準の向上などが期待で
きる 

· ⾦融機関のモニタリングに
より、規律の⾼い事業運
営が可能 

· 独⽴採算部分の施設整
備の自由度が⾼い 

· 契約締結までの手続
きが煩雑で時間がか
かる 

· 独⽴採算事業の悪
化による事業への影
響が大きくなる可能
性がある 

· 施設が分かれている
ため、利用しづらい施
設となる可能性がある 

 

市

指定管理料 指定

維持管理
企業建設企業

建設工事
請負契約

整備費

運営企業

貸付料 貸付

設計企業

委託費
設計業務
委託契約

市

指定管理料 指定

維持管理
企業 運営企業

貸付料 貸付

建設企業設計企業

事業契約

市

指定
管理料

指定

維持管理
企業 運営企業

貸付料 貸付

建設企業設計企業

基本契約

整備費
建設工事
請負契約

市
PFI事業
契約

サービス
対価

指定
管理料

指定

ＳＰＣ

貸付貸付料

維持管理
企業 運営企業建設企業設計企業

整備費
建設工事
請負契約

委託費
設計業務
委託契約

委託費
維持管理
業務委託
契約

委託費

運営業務
委託契約

市

指定管理料 指定

維持管理
企業建設企業

建設工事
請負契約整備費

運営企業

地代 借地

設計企業

委託費
設計業務
委託契約

市

指定管理料 指定

維持管理
企業 運営企業

地代 借地

建設企業設計企業

事業契約

市

指定
管理料

指定

維持管理
企業 運営企業

地代 借地

建設企業設計企業

基本契約

整備費
建設工事
請負契約

市
PFI事業
契約

サービス
対価

指定
管理料

指定

ＳＰＣ

借地地代

維持管理
企業 運営企業建設企業設計企業

整備費
建設工事
請負契約

委託費
設計業務
委託契約

委託費
維持管理
業務委託
契約

委託費

運営業務
委託契約
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４ 維持管理・運営企業の関与方法の検討 

⼀般に、道の駅は運営段階での創意工夫の範囲が広く、運営段階で⺠間事業者のノウハウを活かすためには、施設整備に運営のノウハウやアイデアを反映したものであることが望ましい。 
施設整備に運営事業者のノウハウを活かすため（活かしやすくするため）に、先⾏して運営事業者を選定している事例には、以下のようなものがある。 

表 ７ 運営事業者を早期に選定している事例 

【従来方式＋指定管理者制度】 

早期に指定管理者候補者を選定し、施設計画に関する調

整を行った後に指定管理者を指定 

【ＤＢＯ方式】 

維持管理・運営事業者も含めて事業者を選定し、設計・

施工・維持管理・運営を一括して実施 

【ＰＦＩ方式】 

維持管理・運営事業者も含めて事業者を選定し、設計・

施工・維持管理・運営を一括して実施 

【ＰＦＩ方式】 

先行して運営事業者を選定し、他業務の募集で選定された事業

者が当該運営事業者とＳＰＣを組成し、設計・施工・維持管

理・運営を一括して実施 

維持管理・運営に係るノウハウを有する事業者を設計段

階に選定しておき、設計や建設を担当する企業との協議

により、運営のノウハウやアイデアが施設整備に反映さ

れる。 

設計・施工・維持管理・運営に係る事業者を一体的に応

募。各社が施設の計画から関与することにより、運営のノ

ウハウやアイデアが施設整備に反映される。 

設計・施工・維持管理・運営に係る事業者を一体的に応

募。各社が施設の計画から関与することにより、運営の

ノウハウやアイデアが施設整備に反映される。 

運営の事業者を先に選定することで、設計・施工・維持管理を

行う企業をPFI方式で選定するための要求水準の作成に関与で

きるとともに、SPC の一員となることで、事業化検討段階から

民間のノウハウを活用可能。 

道の駅「伊豆月ヶ瀬」 道の駅「木更津うまくたの里」 道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」 箕面船場駅前地区まちづくり拠点施設 

事業者：㈱村の駅 事業者：TTC グループ 

（代表企業：㈱TTC） 

事業者：いずもんかんなみパートナーズ㈱ 

（代表企業：加和太建設㈱） 

事業者：PFI 箕面船場まちづくり株式会社 

（代表企業：㈱大林組） 

事業手法・スキーム（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

事業手法・スキーム（イメージ） 

 

事業手法・スキーム（イメージ） 

 

事業手法・スキーム（イメージ） 

 

    
道の駅概要 

敷地面積：約 16,600 ㎡ 

◎市整備・管理施設(敷地面積：約 8,600 ㎡) 

・地域振興施設（物販、レストラン、加工所、多目的スペース

等）：延床面積 約 1,040 ㎡ 

・広場、テラス、水際公園等 

◎道路管理者整備・管理施設(敷地面積：約 8,000 ㎡) 

・道路情報提供施設、トイレ 

・駐車場：普通 48 台、大型 13 台、大型特殊 1 台、身障者 2

台、二輪車 10 台、自転車 10 台 

道の駅概要 

敷地面積：約 9,488 ㎡ 

◎市整備・管理施設 

・地域振興施設（農林水産物・加工品等物販施設、飲食施設、

情報発信・観光案内センター、トイレ等）：延床面積 約

850 ㎡ 

・駐車場：72 台以上 

 

道の駅概要 

敷地面積：約 13,280 ㎡ 

◎市整備・管理施設 

・地域振興施設（物産品直売所、飲食施設、情報発信施設、会

議室、トイレ等）：延床面積 約 1,705 ㎡ 

・展望歩道橋 

・コミュニティ広場 

・駐車場：普通 95 台、大型 12 台、身障者 3 台 

 

施設概要 

敷地面積：約 8,100 ㎡ 

◎市整備・管理施設 

・文化ホール：延床面積 約 7,700 ㎡以上 

・生涯学習センター：延床面積：約 4,600 ㎡以上 

・図書館：延床面積 約 6,600 ㎡威容 

・地下駐車場：延床面積 約 6,800 ㎡程度 

 

箕面市

ＳＰＣ

事業
契約

サービス
対価

指定管理者
指定

建設
会社

設計
会社

地下駐車場
運営・維持管理

会社
構成企業

請負
契約

請負
契約

委託
契約

委託
契約

工事監
理会社

付帯施設
運営・維持管理

会社

文化ホール
運営会社

請負
契約

委託
契約

協定

利用者

販売・
飲食等提供 代⾦

利用者

サービス
提供 代⾦

利用者

サービス
提供 代⾦

指
定
管
理
者
選
定

覚
書
締
結

協議

指
定
管
理
者
の
指
定

協
定
締
結

事業計画
書等提出

開

業

協議 協議
協議
調整

実施設計協
議へ参加し、
施設計画に
関する調整

運
営
事
業
者

決
定

優
先
交
渉
権
者
決
定

基
本
協
定
締
結

設
計
業
務
委
託
契
約
締
結

協議

維
持
管
理
・
運
営
業
務

委
託
契
約
締
結

開

業

協議 協議

建
設
業
務
請
負
契
約
締
結

協議

運
営
事
業
者

決
定

施設計画段階から関与

優
先
交
渉
権
者
決
定

基
本
協
定
締
結

協議 開

業

協議 協議

Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
契
約
締
結

運
営
事
業
者

決
定

施設計画段階から関与

優
先
交
渉
権
者
決
定

基
本
協
定
締
結

協議 開

業

協議 協議

Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
契
約
締
結

運
営
事
業
者
選
定

協
定
締
結

協議 協議

要求⽔準書
（案）作成
支援を実施

運
営
事
業
者

決
定

SPCの⼀員と
して、他企業
と意⾒調整

選定事業者

木更津市
指定

管理料

利用者

販売・
飲食等提供 代⾦

指定管理者
指定

建設
会社

設計
会社

維持管理
会社

代表企業
運営
会社

請負
契約

委託
契約

委託
契約

伊豆市

事業者

指定管理者
指定

指定
管理料 納付⾦

利用者

販売・
飲食等提供 代⾦

施設利用者

許可 利用料⾦

函南町

ＳＰＣ

事業
契約

サービス
対価

指定管理者
指定

施設
使用料

賃貸借
契約

利用者

販売・
飲食等提供 代⾦

建設
会社

設計
会社

維持管理
会社

運営
会社

構成企業
請負
契約

請負
契約

委託
契約

委託
契約
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事例を踏まえて、本市において適用可能性のある事業者選定⽅法として、以下の 4 案を⽴案した。 

第１案︓従来⽅式＋指定管理者︓基本設計前に運営事業者を選定する⽅法 
第２案︓DBO ⽅式または PFI ⽅式︓運営事業者も含めて事業者を選定する⽅法 
第３案︓DBO ⽅式または PFI ⽅式（運営事業者先⾏選定）︓要求⽔準書（案）作成前に運営事業者を選定す

る⽅法 
第４案︓PFI ⽅式（⺠間提案制度）︓運営事業者からの提案を踏まえて実施⽅針を策定する⽅法 

これら４案の概要は、下表の通り。 

表 ８ 早期に運営事業者を選定する方法 

項目 案Ⅰ 案Ⅱ 案Ⅲ 案Ⅳ 
概要 【従来⽅式＋指定管理

者】 
基本設計前に運営事業
者を選定する⽅法 

【DBO ⽅式または PFI ⽅
式】 
運営事業者も含めて事業
者を選定する⽅法 

【DBO ⽅式または PFI ⽅
式（運営事業者先⾏選
定）】 
要求⽔準書（案）作成
前に運営事業者を選定
する⽅法 

【ＰＦＩ⽅式（⺠間提
案制度）】 
運営事業者からの提案を
踏まえて実施⽅針を策定
する⽅法 

メリット · 基本設計等の施設の
計画を⾏う段階から運
営事業者のノウハウを活
用できる 

· 基本設計段階から運営
事業者が関与すること
が前提の事業であり、ノ
ウハウを活用した施設と
することができる 

· 要求⽔準書作成段階
から運営事業者のノウ
ハウを活用できる 

· 実施⽅針の作成前段
階から運営事業者のノ
ウハウを前提とした、具
体的な事業の検討がで
きる 

デメリット · 指定管理者候補に選
定されてから施設の維
持管理・運営開始まで
の無償期間が⻑く、要
求⽔準作成への関与も
⺠間事業者の負担にな
るため、⺠間企業として
対応できるか不明 

· 代表企業が運営事業
者以外の場合、運営段
階で運営事業者のノウ
ハウが活かしきれない懸
念がある 

· 運営事業者主導となる
ため、VFM が出るか不
明 

· 運営事業者とその他の
業務担当事業者との思
惑のずれ等が生じる懸
念がある 

· 運営事業者主導となる
ため、VFM が出るか不
明 

· 運営事業者とその他の
業務担当事業者との思
惑のずれ等が生じる懸
念がある。ただし、実施
⽅針策定段階から管理
運営事業者を関与させ
ることで、各業務担当
事業者と円滑に調整が
できるスキームを構築す
ることが期待できる 

 
実施⽅針の策定段階から事業者が関与が期待でき、SPC 組成段階のデメリット（事業者間の連携が希薄になる可能

性）も軽減された第Ⅳ案を、今後詳細に検討する。 
 

以上 


